
Hyogo Prefecture

令和６年能登半島地震兵庫県支援本部の設置

・ 阪神淡路大震災の経験や教訓、東日本大震災における対口支援のノウハウ等、これまでの
被災地支援の経験を活かし、被災地のニーズに寄り添った兵庫県としての支援を実施

・ 被災地からの要請を踏まえ、職員派遣や物資支援等に関する庁内及び県内市町との調整を
「オールひょうご」で一体的に実施するための体制を構築

（１）役 割 ①被災地からのニーズ把握・情報収集
②庁内及び市町との職員派遣調整
③庁内及び市町との物資支援に係る調整

（２）構 成 本部長 ：知 事
副本部長 ：両副知事、防災監
構成員 ：教育長、公営企業管理者、病院事業管理者、技監、各部長、

各県民局・県民センター長、東京事務所長、副防災監
オブザーバー：兵庫県市長会長、兵庫県町村会長

（３）設 置 令和６年１月５日

１ 趣 旨

２ 支援本部の設置

資料１
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令和６年１月４日発表 
関西広域連合広域防災局 

 

令和６年能登半島地震に伴うカウンターパート支援を行う自治体の決定について 
 

 関西広域連合では、１月１日（月）16 時 10 分に発生した石川県能登半島地方を震源と

する地震を受け、本日 11 時から災害対策支援本部会議を開催し、カウンターパート方式に

より甚大な被害を受けた石川県を支援する方針を決定しました。これを受け、各構成団体

がカウンターパート支援を行う石川県内の自治体を決定しましたのでお知らせします。 

 

 

資料２ 
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１ 珠洲市被害等の状況

1

資料３
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2

出典：石川県HP
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3

出典：石川県HP
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能登半島市町の被害状況

（出典：石川県災害対策本部会議資料（R6.1.3 08:00)、石川県HP）

支援対象市町
【全国知事会
によるカウンタ
パート】

人的被害（人）
（死者/負傷者/
行方不明者）

住家被害
（棟）

避難者
（人）

(避難率）

（参考）
人口

(R5.5現在)

輪島市
【三重県】

29/  5 /? 多数
10,058
(44%) 22,434

珠洲市
【浜松市】

22/145/? 多数
6,250
(58%) 11,949

志賀町
【愛知県】

1/  55/? 50 2,650
(15%) 17,526

七尾市
【名古屋市】

5/    3/? 102 3,700
(7%) 47,769

穴水町
【静岡県】

2/  28/? 16 3,991
(51%) 7,442

能登町
【滋賀県】

2/    8/? 多数
5,200
(36%) 14,533
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出典：石川県HP
5
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１ 現状

石川県珠洲市 被害状況

（１）人的・建物等の被害（石川県災害対策本部会議（1/5(金) 10時）資料より）
人的被害（人）※ 住家被害（棟）

死者
行方
不明者

負傷者 小計 全壊 半壊
一部
損壊

床上
浸水

床下
浸水

小計

23 1 145 169 多数（把握できていない）
※安否不明者
82人

（３）避難所状況

（２）ライフラン

51か所（約7,668人） ※ うち４か所は道路が寸断

２ 課題（現地リエゾン等の聞き取りによる）

停電、断水 把握できていない

（１）物資支援

〇避難所の運営人員の確保

〇増加中の自主避難所の把握

〇旅館、ホテルの２次避難所としての活用

（２）避難所運営

〇盗難被害への対応
〇道路の渋滞がひどく、ボランティアを控えるように周知が必要

（３）その他

〇支援物資（水、食料）が不足しており、今の２倍は必要。燃料（ガソリン、灯油、軽油等）も不足。
47基の仮設トイレは穴水での通行止めにつきストップ
〇物資の在庫管理及び避難所への割り振りが必要。
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Hyogo Prefecture

被
災
自
治
体

珠
洲
市

要請 総務省 全国知事会 石川県等

【県支援本部】

人的派遣 ← 総務省（全国知事会）ルートの派遣要請
← 関係省庁等独自ルートの派遣要請（関係部局）

物資供給
← 被災自治体からの要請（広域連合経由を含む）
← 関係省庁等独自ルートの供給要請（関係部局）

＜支援連絡会議＞※危機管理部内に事務局を設置
・被災地の状況、要請内容を一元管理・情報共有
・応援要請に対する支援の企画・調整
・庁内関係部局が行う市町等との需給調整のとりまとめ
・庁内関係課で構成

【県内市町】
派遣可能人員 供給可能物資

照会 照会登録 登録

要請

派遣・供給

派遣・供給
（調整後）

関
西
広
域
連
合

要請 要請

兵庫県版支援スキーム（案）

要請

関係省庁等

要請

資料４

（１）全体図
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Hyogo Prefecture

① 先遣隊派遣による被災状況の把握

② 現地のニーズに沿った人的・物的支援

③ 「オールひょうご」での官民連携した総合的な支援

（２）珠洲市への対口支援にあたっての基本方針
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Hyogo Prefecture

派遣期間
令和６年１月５日（金）から１週間程度

派遣者
１ 兵庫県広域防災センター長

河本 要（こうもと かなめ）
２ 兵庫県危機管理部防災支援課防災事業班長

古林 智宏（こばやし ともひろ）

令和６年能登半島地震
珠洲市現地連絡所先遣隊の派遣について

派遣場所
石川県珠洲市役所（石川県珠洲市上戸町北方一字６番地の２）

概要
関西広域連合で決定した兵庫県のカウンターパート（対口支援）先であ
る石川県珠洲市の支援ニーズ調査を行うため、現地に先遣隊２名を派遣
する。

資料５
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令和６年能登半島地震への義援金の募集について 

 

 

 令和６年１月１日(月)に発生した地震により甚大な被害が発生した地域に対する支援

として、県・市町・議会・民間団体により義援金の募集を行うこととし、１月４日（木）か

ら募集を開始しますので、お知らせします。 

 

記 

１ 名  称 

令和６年能登半島地震兵庫県義援金募集委員会 

 

２ 構成団体 

兵庫県、兵庫県議会、兵庫県市長会、兵庫県市議会議長会、兵庫県町村会、兵庫県町議

会議長会、日本赤十字兵庫県支部、(福)兵庫県共同募金会、(福)兵庫県社会福祉協議会、

神戸新聞厚生事業団、兵庫県商工会議所連合会、兵庫県商工会連合会、(株)ラジオ関西、

(株)サンテレビジョン （計 14 団体・順不同） 

 

３ 義援金の受付方法 

（１）現金持参による方法 

県庁１号館、２号館、３号館の 1 階ロビー、地方機関、県内市町庁舎等に順

次募金箱を設置 

 

（２）口座振込による方法 

    三井住友銀行 兵庫県庁出張所 普通 ３２９４６０２ 

※三井住友銀行各店舗の窓口と ATM、SMBC ネット銀行からの入金については振込

手数料が無料です（但し、法人のインターネットバンキングは除く）。 

    名義：令和６年能登半島地震兵庫県義援金募集委員会 

※今後、金融機関については順次追加予定です 

 

 

 

 

 

 

 

＜問い合わせ先＞ 令和６年能登半島地震兵庫県義援金募集委員会事務局 

（兵庫県危機管理部総務課内） TEL:078-362-9925 

資料６ 
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阪神・淡路大震災の被災地から 

令和６年能登半島地震災害の被災者にご支援を！ 
 兵庫県と兵庫県議会、地方４団体が中心となり、民間団体の協力を得て「令和６年能登半島地

震兵庫県義援金募集委員会」を設立し、被災者支援のための義援金の募集を行っています。 

 阪神・淡路大震災では、国内外から多くの支援をいただき、互いに助け合うことの大切さを学

びました。この教訓を生かし、大規模災害を経験した被災地として、温かいご支援をお願いしま

す。 

義援金募集期間 令和６年１月４日（木）から４月 30 日（火） 

義援金募集方法 下記口座への振込み、もしくは募金箱にお願

いいたします。 

口座：三井住友銀行 兵庫県庁出張所 

   普通 ３２９４６０２ 

名義：令和６年能登半島地震兵庫県義援金募集委員会 
 

○ 振込手数料については、三井住友銀行各店舗窓口・ATM、SMBCインターネットバンキングから

の入金は無料です（ただし、法人のインターネットバンキングは除く） 

○ この義援金は、税法上の優遇措置（特定寄附金控除）の対象となる予定です。 

○ 募金箱は、県庁１～３号館のロビー、地方機関、県内市町庁舎等に順次設置します。 

○ 領収証を希望される方は、兵庫県HPより申請願います。 領収証申込フォーム 

（※募金箱への募金は領収証を発行できません）           はこちら→ 

HP：https://www.e-hyogo.elg-front.jp/hyogo/uketsuke/form.do?id=1704276367071 

義 援 金 の 使 途 令和６年能登半島地震の被災者支援に充てます 

構 成 団 体 
兵庫県、兵庫県議会、兵庫県市長会、兵庫県市議会議長会、兵庫県町村会、兵庫県町議

会議長会、日本赤十字兵庫県支部、兵庫県共同募金会、兵庫県社会福祉協議会、神戸新

聞厚生事業団、兵庫県商工会議所連合会、兵庫県商工会連合会、株式会社ラジオ関西、

株式会社サンテレビジョン（計14団体・順不同） 

お 問 い 合 せ 先  

令和６年能登半島地震 

災害義援金 募 集！ 

令和６年能登半島地震兵庫県義援金募集委員会事務局 

（兵庫県危機管理部総務課内） 

TEL 078-341-7711(内線3133・3159) FAX  078-362-9914 
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参考 

令和６年能登半島地震被災地への兵庫県の支援について 

（令和６年１月４日（木）９時現在） 

 

 本年１月１日に発生した標記地震災害について、兵庫県及び市町等が行っている被災

地(被害が甚大な石川県)への支援の状況は､次のとおりです。 

 今後も、被災地のニーズを踏まえ、全国知事会や関西広域連合等とも緊密に連携し、

人的・物的支援の検討・調整を行ってまいります。 

 

１ 被災地支援に向けた体制整備(関西広域連合広域防災局・兵庫県)  

 ・１月１日 16:22 関西広域連合 対策準備室設置（室長:広域防災局長(兵庫県防災監)） 

 ・１月２日 13:00 関西広域連合 災害対策支援本部設置（本部長:連合長(滋賀県知事）） 

 ・１月４日 11:00 関西広域連合 第１回災害対策本部支援会議（Web会議）開催 

     ※全国知事会、中部ブロック知事会、総務省応援派遣室等と連携し、人的・物

的追加支援を検討 

 

２ 職員の派遣  

（１） 先遣隊・支援ニーズ調査派遣 

① 兵庫県職員（関西広域連合）［先遣隊派遣］ 

・派遣期間：令和６年１月２日（火）～当面の間 

・派遣人数：２名（課長級１名、職員１名） 

・派 遣 先：石川県庁、石川県内市町 等 

・派遣目的：被災状況把握及びニーズ調査 等 

 

② 人と防災未来センター 

・派遣期間：令和６年１月２日（火）～４日（木） 

・派遣人数：３名（研究部長１名、研究調査員２名） 

・派 遣 先：石川県庁、石川県内市町 等 

・派遣目的：被災自治体の対応状況についての調査・助言、今後の支援活動のた

めの情報収集 等 

 

（２）緊急消防援助隊兵庫県隊 航空小隊(消防庁長官の指示に基づく派遣) 

  ・派遣期間：令和６年１月３日（水）～当面の間 

  ・派遣数等：消防防災ヘリ１機・車両１台 ８名 

  ・派 遣 先：石川県（小松空港 他） 

  ・派遣目的：救助・救急、情報収集 等 

 

 

職員派遣出発（災害対策センター）（1月2日5：00） 
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（３）給水支援(公益社団法人 日本水道協会の要請に基づく派遣) 

・派遣期間：令和６年１月３日（水）～当面の間 

・派遣台数：１台 

・派 遣 先：石川県 

・そ の 他：神戸市水道局による支援 

 

３ 物資の支援  

 

搬出日 品 目 数 量 送付先 その他 

1/2(火) 

保 存 用 飲 料 水 

490ml 
16,800本 

石川県志賀町
し か ま ち

役場 

1/3(水)到着済 

(一社)兵庫県ﾄﾗｯｸ協会に

より配送 

アルファ化米 6,350食 

非常備蓄用カレー 1,000食 

保存用パン 3,950食 

ブルーシート 1,600枚 

1/3(水) 

毛布 4,595枚 石川県内灘町
うちなだまち

役場 

(一社)兵庫県ﾄﾗｯｸ協会､

(一社)AZ-COM丸和・支援 

ﾈｯﾄﾜｰｸより配送 

携帯トイレ 

組立式仮設トイレ 

65,200枚 

12台 
石川県七尾市役所 佐川急便(株)により配送 

  ※ 保存用飲料水は企業庁浄水場の備蓄、その他は三木の広域防災センターの備蓄を搬出 

 

 

 

支援物資搬出（広域防災センター）（1月2日18：00） 
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令和６年能登半島地震に係る学校・震災支援チーム（EARTH）の先遣隊派遣について
【教育委員会事務局】

1

１．概要

兵庫県では、阪神・淡路大震災の経験と教訓を生かすとともに、震災時に全国各地から受けた支援に報い

るため、平成12年4月に県内公立学校教職員で構成する「震災・学校支援チーム」(EARTH)を設置（現在総

勢230名の教職員と３名のカウンセラーで構成）、この間、全国各地の被災地を支援してきた。(別紙実績)

今般、石川県教育委員会事務局より、学校再開や避難所運営等支援に向けて、EARTHの先遣隊派遣による

意見交換の要請があったことから派遣を実施する。

２．先遣隊派遣の内容等

○日 時 令和６年１月５日(金)～７日(日)（予定）

○派遣先 石川県教育委員会等

○派遣者 震災・学校支援チーム（EARTH）員、兵庫県教育委員会事務局職員 ４名

○内 容 ・EARTHの活動説明、支援ニーズの把握、派遣規模等について意見交換

・その他可能な範囲で現地で避難所となっている学校を視察

３．その他

○具体的な支援期間や内容等については、意見交換の場における先方の要望を踏まえ検討。

○石川県以外の被災県やカウンターパート以外の被災自治体に対しても、継続的に情報を収集し、要請が

あった場合には、適切に支援を実施。

資料７
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【参考】学校・震災支援チーム（EARTH）について

（平成12年の立ち上げ時より随時活動）
平成16年 平成16年新潟県中越地震に係る支援活動（先行調査３名、支援派遣６名）
平成19年 平成19年新潟県中越沖地震に係る調査（３名）
平成23年 東日本大震災に係る支援活動（平成27年まで８回派遣、のべ194名）
平成28年 平成28年熊本地震に係る支援活動（調査派遣１回、支援派遣６回、のべ93名）
平成30年 大阪府北部地震に係る支援活動 （調査派遣２回 支援派遣５回、のべ80名）

平成30年７月豪雨に係る支援活動（岡山県）（調査派遣１回、支援派遣５回、のべ81名）
北海道胆振東部地震に係る支援活動 （調査派遣１回 支援派遣２回、のべ15名）

2

１．これまでの主な派遣実績

２．これまでの活動の様子（一例）
平成28年熊本地震に係る支援活動

（平成28（2016）年４月14日、16日発災）

活動実施： 発災後３日目～
派遣期間： 先 遣 隊：平成28（2016）年４月16日～18日

～第６次：平成28（2016）年８月22日～26日
（のべ93名を派遣）

平成30年７月豪雨（岡山県倉敷市）に係る支援活動
（平成30（2018）年６月28日～７月８日）

活動開始： 発災後６日目～
派遣期間： 先 遣 隊：平成 30（2018）年７月13日

～第５次：平成 30（2018）年８月22日～ 24日
（のべ81名を派遣）

H28 心のケア研修会の様子 H30 避難所運営の様子

【主な活動概要】
・学校再開に向けた方法、時期、
目的等の助言、支援

・子どもの健康チェックをして
心の変化の把握、子どもの心
のケア

・教職員や保護者への心のケア
研修のための講師派遣

・阪神・淡路大震災の教訓と兵
庫の防災教育を継承

・授業支援、教育相談

【主な活動概要】
・学校再開に向けた方法、時期、
目的等の助言、支援
・教職員や保護者への心のケア
研修のための講師派遣
・子どもや教職員、保護者の話
を傾聴
・授業支援、教育相談
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